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温  暖  化 

 

米政府は石炭火力発電所から出される CO2 に対

する規制強化に乗り出します。火力発電からの CO2

排出量について、2030年までに 05年比で従来より 2

ポイント上積みした 32%の削減をめざします。 

 

（2015.8.4 日経朝刊より 

電    力 

 

電気を買う会社を家庭でも自由に選べる制度が

2016 年 4 月から始まるのを前に、電力を売る企業

の手続きが始まり、24 社が名乗りを挙げました。 

 

関西電力が通信子会社のケイ・オプティコムを通

じ、2016 年 4 月から電力と通信のセット販売「eo

電気」を始めます。関電本体は原発を動かすまで値

上げできないため、グループ企業を使って顧客をつ

なぎ留める戦略です。 

 

（2015.8.4 朝日朝刊より） 

各地で記録的な猛暑が続くなかで、大手電力各社

エネルギー問題は何を議論すべきか？  

 

 

 

3.11 以降私たちはどのようなエネルギーを使うべきか、 

また将来に向け、今どのような電源構成が必要か 
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は比較的余裕のある電力供給を続けています。余裕

ができた背景には、再生可能エネルギーの FIT のも

と、太陽光発電の導入量がこの 5 年間で 10 倍近く

に急増したこと、企業が LED 照明などへの切り替

えなど企業や家庭での節電の取り組みがあります。 

 

（2015.8.8 朝日朝刊より） 

 

九州電力川内原発 1 号機が再稼働しました。4 年

連続の赤字ですが、再稼働が順調に進んで黒字が視

野に入れば、電気料金の値上げは見送る方向です。 

 

（2015.8.12 朝日朝刊より） 

 

九州電力の川内原子力発電所 1号機は再稼働しま

したが、東日本大震災以降に上昇した国内の電気料

金の引き下げにつながるには時間がかかりそうです。

2 番手以上の原発の再稼働の見通しは不透明で、石

炭や LNG を使う火力発電所への依存度はなお高い

です。燃料を輸入に頼る脆弱なエネルギー構造で、

原子力再稼働の効果も原油相場次第で消えかねませ

ん。 

 

（2015.8.12 日経朝刊より） 

 

セブンｰイレブン・ジャパンは 10 月、関西の約

1000 店の電力調達先を数%安い東京電力に切り替

えます。東電は既に自由化されている大口契約で約

4 万件の顧客を新電力に奪われています。 

 

経済産業省は東北電力と東京電力を結ぶ送電線の

能力を高め、東電管内で消費される電力需要の 5 分

の 1 程度を送れるようにする方針です。 

連係線の増強は北海道と本州を結ぶ「北本線連系

設備」は 60 万 kW から 90 万 kW に、東日本と西日

本を結ぶ「東京中部間連系線」は 120 万 kW から

300 万 kW に送電能力を増やす計画です。 

 

（215.8.18 日経朝刊より） 

 

東京電力は 2016 年 4 月、大手電力初の持ち株会

社制に移行し、同じタイミングで電力ビジネスは本

格的な競争時代に入ります。 

 

（2015.8.19 日経朝刊より） 
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ローソンは店舗で割安な電力を使うため、新電力

からの調達を増やします。既に 1100 店で新電力か

ら調達していますが、2015 年度中に関東や関西など

の約 2500 店に広げます。年間で約 2 億 5000 万円

のコスト削減の効果を見込んでいます。小売り業界

では電力調達先を見直す動きが広がっています。 

 

製紙各社が売電事業の収益を伸ばしています。

元々、大量の電力を使う製紙メーカーは大規模な自

家発電設備があり、余剰電力の売却に積極的でした

が、ここへきて一歩踏み込み、外部売却向けの新規

事業を増やしています。 

 

（2015.8.29 日経朝刊より） 

 

天 然 ガ ス 

 

大阪ガスは 2020 年をめどに LNG 調達量を現在

の 25%増の年間 1000 万㌧に拡大します。17 年のガ

ス小売り自由化に備え、競争力を強化します。 

 

（2015.8.22 日経朝刊より） 

ロシアが欧米との対立を背景に打ち出したトルコ

や中国への天然ガスパイプラインの建設が遅れてい

ます。2014 年末に発表したトルコ経由で欧州に供給

するルートはいまだ同国との建設の最終合意すらで

きていない状態です。需要が減る欧州に代わって頼

みとする中国向けの整備にも時間がかかっています。 

 

（2015.8.24 日経朝刊より） 

 

再 エ ネ 

 

新しい発電設備を建設するコストが、火力発電所

などから遠隔地の送電するコストに比べ割安（1/10

以下）になり、アフリカや南太平洋などの途上国で

再生可能エネルギーを使った小規模発電が急速に普

及しています。 

 

木材を使ったバイオマス発電の拡大が木材の価格

を押し上げています。発電用に使う丸太の需要は、

16年末に 500万㎥程度と 15年の 5倍に達する見込

みです。 

 

（2015.8.8 日経朝刊より） 
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ソフトバンクグループは、地熱発電事業に参入し、

2020 年までに発電を始めます。 

 

（2015.8.16 日経朝刊より） 

地上と地中の温度差をエネルギーに変えて空調の

熱源になどに使う「地中熱利用システム」を低コス

トで導入できる手法が登場しています。 

 

（2015.8.20 日経朝刊より） 

 

インドネシアやフィリピンなど東南アジアの島国

で地熱発電所の開発が加速しています。開発から運

営まで手掛ける日本企業は成長市場で好位置につけ

ています。 

 

 

（2015.8.29 日経夕刊より） 

原    発 

 

フランス政府が国内の原子力発電を縮小し、国外

輸出に力を入れる方針にかじを切りました。国内の

原発を減らす法律が成立したほか、仏電力公社

（EDF）が原子力大手アレバの原子炉部門の経営権

を取得すると発表しました。 

 

関西電力は、運転期間の延長を目指す美浜原発 3

号機について、想定する地震の揺れを従来より大き

くなるよう見直す考えを原子力規制委の審査会合で

示しました。再稼働しても、もうからない美浜 1,2

号機はすでに廃炉を決めており、想定を超える巨額

の対策費が必要となれば美浜 3号機を再稼働しても、

利益が出せない可能性があります。 

 

日本勢が建設することで政府間合意しているベト

ナムの原子力発電所の建設計画で、日本政府がベト

ナム政府に三菱重工業-仏アレバ連合の新型炉を推

奨していることが明らかになりました。 

 

（2015.8.2 日経朝刊により） 

 

福島第一原発の事故後としては初の大規模な被害

者調査で原発について、「深く考えたことがなかっ

た」という人（47.8%）のうち約 7割が事故を受けて

反対の姿勢に転じたことがわかりました。 

 

（2015.8.2 朝日朝刊により） 
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原子力規制委員会は、東京電力福島第一原子力発

電所と同じ「沸騰型軽水炉（BWR）」と呼ぶ形式の

原発の安全審査に付いて、審査の効率向上のため、

当面は東電柏崎刈羽 6,7号機に集中する方針を決め

ました。 

 

（2015.8.7 日経朝刊より） 

 

「核燃料サイクル」中核事業である燃料の再処理

事業をめぐり、経済産業省は、電力会社が出資する

株式会社による現在の運営から、国の監督下に移す

方向で調整に入りま hした。 

 

（2015.8.29 日経朝刊より） 

 

そ  の  他 

 

電力大手10社の2015年4～6月期の連結決算が出

そろい、沖縄電力を除く 9社の経営損益が黒字にな

りました。LNG の価格下落、修繕費のコスト抑制

の効果が加わり、原子力発電所が 1基も稼働しない

なかで利益を確保しました。 

 

（2015.8.1 日経朝刊より） 

 

北海道電力の原子力発電所が運転を停止し、燃料

としての需要が増えているため、北海道では新たな

石炭算出が再開されています。北海道電力の砂川発

電所（国内炭）の利用率は 10年度に 33%程度だった

が、14年度には 88%程度に達しました。石炭エネル

ギーセンターによると 14年度の国内炭生産量は約

130万㌧と原発事故後は増え続けています。 

 

欧米に加え中国も脱石炭へかじをきる中、今後世

界的に石炭火力への規制が強まります。IGCC や

IGFC といった最新鋭の効率のよい石炭技術を持っ

ていますが、CO2排出量/kWhは現在稼働中のLNG

発電の 1.7倍以上になります。現在 12.3円/kWh

で火力のなかでは最も安いが、欧米並みの規制が進

めば 30年には 18.9円まで跳ね上がり、LNG より

高くなると環境省は試算しています。 

 
（2015.8.14 日経朝刊より） 
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中部電力が愛知県で計画する石炭火力発電所（107

万 kW）の環境影響評価手続きで、環境相は国の地

球温暖化対策に支障が出かねないとして、「現段階

では是認できない」とする意見書を敬愛産業省に提

出しました。環境省が異議を唱えるのは 6月の山口

県での計画に続き 2件目です。 

 

（2015.8.15 朝日朝刊より） 

 

環境相は千葉県袖ケ浦市の石炭火力発電所の新規

建設に「待った」（3件目：1件目は山口県、2件目、

愛知県）をかけ、経済産業省と環境省の食い違いが

目立ってきました。その背景には経産省に温暖化ガ

スの削減に向けた具体策作りを急がせたい思惑があ

りますが、経産省は「早期に環境省側が納得する具

体策を作るのは難しい」としています。発電方法の

ベストミックスで石炭火力に比率を 26%と定めまし

たが、この枠内に石炭火力を抑えるには、両省と電

力業界が協力関係を築けるかがカギを握っています。 

 
（2015.8.29 日経朝刊より） 

 

ニューヨーク市場で原油先物相場が大幅に反発し

ました。指標となる WTI は一時 1バレル 41㌦台に

下落し、約 6年 5ヶ月ぶりに安値をつけました。 

 
（2015.8.14 日経夕刊より） 

 

神戸市は「自立分散エネルギーシステム」を構築

するため、エネルギー関連事業を手掛ける洸陽電気

と組み新電力の立ち上げに動き出しました。 

 

（2015.8.26 日経朝刊より） 

 

LNG 価格の下落で、電力 5社と都市ガス 4社が

値下げ、石油火力の割合の高い他の電力 5社は値上

げとなりました。 

 

（2015.8.28 朝日朝刊より） 


